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近年、商品やサービスの広告表示において「No.1」を表記しても不当景品類及び不当表示防止

法に抵触しないように、その客観的な根拠資料を得る目的で市場調査会社にアンケート等を依頼

する調査（いわゆる「No.1 調査」）が増えております。 

 

当協会のマーケティング・リサーチ綱領は、第１条において「リサーチプロジェクトは、適法、公明

正大、誠実、客観的でなければならず、かつ、適切な科学的諸原則に基づいて実施されなければ

ならない」と定めているため、マーケティング・リサーチ綱領を遵守する調査会社が「No.1 調査」を

実施することは、商品やサービスの不当表示から一般消費者の利益を保護することに役立つもの

と当協会は自負しております。 

 

しかしながら、「No.1 調査」を請け負う事業者やこれらをあっせんする事業者の中には、「No.1 を

取れる自信がないが、相談に乗ってもらえるのか」、「No.1 表記を行いたいが、どの条件であれば

No.1 の獲得ができるのか相談したい」といった顧客をターゲットとして、あたかも「No.1 を取得させ

る」という「結論先にありき」で、調査対象者や質問票を恣意的に設定する非公正な調査の実施をう

かがわせる者が散見されます。 

 

このような「No.1 を取得させる」という「結論先にありき」で、調査対象者や質問票を恣意的に設

定する非公正な調査は、マーケティング・リサーチ綱領に違反し、「市場調査」に対する社会的信

頼を損なうものであるため、当協会としては到底看過できません。 

 

当協会は、「No.1 を取得させる」という「結論先にありき」で「No.1 調査」を請け負う事業者やこれ

らをあっせんする事業者に対して、厳重に抗議し、中立的立場で公正に「No.1 調査」を行うべきこ

とを要請します。 
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